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 本論文は、インドネシアの幹線道路網整備を対象に、道路需要の増大に対して、社会経済的

に必要な道路の整備が公共セクターの財政不足から進んでいないとの問題意識のもとに、①有

料道路整備に対する民間セクター参加(PSP; Private Sector Participation)の必要性を確認し、

②民間セクター参加を促進するために、リスク軽減のために公共セクターが整備するべき前提

条件を整理し、③インドネシアの有料道路整備事業に関する重要なリスクとその大きさを明ら

かにし、④リスクを考慮した事例分析を通して、リスク分布削減の重要性を確認し、リスク要

因を考慮したリスク分析の工夫により民間セクターの参加決定に有用な情報を提供する方法を

提案したものである。 
第一章では、これらの問題意識と研究目的、ならびに論文の構成を説明した。 
第二章では、文献レビューを基に、道路整備事業における民間セクター導入の理論を整理し

た。はじめに、①道路整備における官民の役割分担の考え方を、有料道路と一般道路の相違に

着目して示し、次に、②PSP の代表例として、特定目的会社を介する PFI 事業の特徴を整理し、

③費用便益分析、キャッシュフロー分析、リスク分析などの PFI 事業に関連する分析手法の概

要について解説した。 
例えば、①PFI 事業は、「官民それぞれが明確な責任と義務を持って公共事業を進め、国民の

税金(Money)を最大限有効活用し、国民に対して最高の価値(Value)を生み出すこと」を目的と

しており、②一定の公共サービスの提供に対して、この VFM(Value for Money)を最大にする(公
共の財政的支出を最小にする)ための工夫として、「リスク管理能力の高い主体が管理する」原

則を適用して、民間へのリスク移転を進めることが重要であることを整理した。また、従来、

公共が整備してきた公共事業の中で、費用便益比率などの指標でみて社会的必要性の高い事業

について、財源不足が制約となり実施できない状況に対して、「公共事業をいかに少ない税金で

実施するか」に対応できる手法であることを整理した。 
 第三章の前半では、文献レビューを基に、道路整備事業における PSP の現状を整理した。

BOT, BTO等、PSPの代表的事例を整理するとともに、①諸外国の導入状況とその評価を示し、

②英国、フランス、日本における民間セクター導入のための条件を整理した。具体的には、法

的な裏づけを持った道路網計画、リスクに対応した詳細な契約、透明で公平な調達手続き、そ

して、交通需要予測の適切な取り扱いなど、特に考慮するべき事項を明らかにした。なお、PFI
事業では、特定目的企業(SPV; Special Purpose Vehicle)を核として、事業の枠組みを設定する



政府、SPV に投資する銀行や一般投資家、SPV がリスクヘッジのために契約する保険会社など、

多様な主体の参加の中で、適切なリスク分担を行うことが重要であるが、ここでは、その前提

条件として、各国の実情に応じた、政府の計画立案および監視機能の充実やリスク分担の提示

が必要であることを整理したものである。 
 第三章の後半では、インドネシアの有料道路整備を対象に、文献レビューに基づいて、①そ

の導入の背景、実績、経済危機に対応した見直しなど、その経緯を説明するとともに、②従来

の PFI 手法の適用状況と限界を整理し、③民間の PFI 道路事業への参加を再度、促すための条

件として、インドネシア政府が整えるべき事項を明らかにした。 
具体的に、インドネシアの有料道路事業は、1978 年以降、国有企業 Jasa Marga による建設

と運営を行い、1980 年代には、拡大する道路需要に対して、政府への財政負担を減らしつつ、

幹線道路をより迅速に整備するため、PSP を積極的に展開し、1990 年代半ばには、PSP によ

る有料道路計画は 2000km に及ぶまで拡大した。しかし、経済危機に直面し、大幅な縮小を余

儀なくされ、見直された 63 事業の内、継続となったものは、スケジュール見直しも含めて 27
事例のみであった。一方、経済危機後も、政府の財政制約は厳しく、幹線道路の容量不足を解

消するために、PSP の必要性は大きい。また、国有企業の経営状況は改善しており、道路需要

の伸びが想定される中で、民間企業の関心は依然として高い。したがって、経済危機後、幹線

道路事業を継続的に進めていく新しい方法が必要とされていると結論した。 
次に、PSP の具体的内容については、PFI の一形態である BOT 方式が大半であり、リスク

の分類と分担に関する検討が不十分であり、交通需要予測リスクを 100%民間に移転しており、

確定した道路整備計画の未提示や関連道路の整備に伴う需要変動の扱いが定義されていないな

ど、の問題点を明らかにした。したがって、「公共と民間の間で事前にリスクを適切に配分し、

あらかじめ責任を確定する仕組み」を機能させることが、民間セクターの PFI 事業への参加を

促す上での重要な課題であり、適切なリスク分担の方法を整理する必要性を確認した。 
 また、有料道路の料金改定は、現状では、三年ごとにインフレ調整できるが、議会の承認を

必要とする。SPC にとって、収益最大の観点からは、料金設定は最大の武器であり、料金改定

の自由度が拡大することが望ましい。一定範囲内の改訂は、自由に設定できるような契約とす

ることが望ましい。 
 有料道路と一般道路の双方を含む長期の幹線道路網計画が存在しないことも、多くの既存研

究において、PSP の阻害要因として指摘されている。20 年間の整備計画を立案して、その前提

条件とともに公開することが望ましい。少なくとも、PSP の対象となる有料道路事業の将来交

通量に影響する道路網整備や関連開発の遅れについては、契約時点で、その遅れのリスク分担

を明確にする必要がある。 
第四章では、有料道路 PFP 事業の成否を決める重要要因であるリスクの最適配分に関連して、

リスクの認定、配分、定量化について検討した。これらの検討には、文献レビューによる知見

とともに、独自に実施した E メイル調査結果を用いた。E メイル調査は、インドネシアの政府

担当者、交通専門家、交通コンサルや実務家を対象に実施し、40 人に配信し、30 人から有効

回答を得た。調査によって、インドネシアにおける PSP 事業の必要性や、関連リスクの重要度

や交通需要予測値や建設費用の変動に関する回答者の評価を収集した。 
 具体的に、PSP 事業の必要性は強く認識されており、政府の有料道路事業に関わる予算規模

も拡大していると指摘されたが、その効果としては、VFM の確保よりも、道路整備自体が進展

することに関心があった。また、従来方法の問題点を改善する必要性は認識されており、計画

の立案と監視機能の強化、適切なリスク分担の構築、料金変更の自由度確保が重要と指摘され

た。一方、PFP 成功の期待率は極めて高かった。これらにより、PFI 事業の必要性と課題が確

認されるとともに、VFM の確保という特徴については、関係者への啓発活動が必要と結論した。 



交通量の変動は最小値 60%、最大値 130%であり、建設費用の変動は最小値 90%、最大値 135%
であった。これらの影響を考慮するためには、多く採用されている感度分析を超える分析手法

の適用が必要である。 
 有料道路事業の重要なリスク要因に関しては、世界銀行、Jasa Marga 等の既存研究を基に

整理した内容について、専門家アンケートにおいて、同意が得られた。具体的には、政策、設

計と建設、運用と管理、市場(交通需要、料金変更等)、財政(利子率や為替レート)、規制と契約

に六分類し、その 20 種類の細目について設問し、重要性の高いリスクを明らかにした。そし

て、9 種類の重要性の高いリスクについて、官民の望ましい役割分担を提案した。 
 第五章の前半では、インドネシアの有料道路整備事業において、重要となるリスク要因とし

て、交通需要予測と建設コストに着目し、これらのリスクを、予測値の分布としてキャッシュ

フロー分析に導入することの有効性を、具体的な有料道路事業事例の設定値を基に、分布を考

慮する場合としない場合の比較によって明らかにした。なお、予測値の分布形の設定は、独自

に実施した専門家アンケートの結果に基づいて設定したものである。 
第五章の後半では、交通需要予測のリスクに関して論じた。予測誤差の要因と責任主体の関

係を整理し、背景シナリオ、政策シナリオ、サービスシナリオの分類を示し、この分類に基づ

くリスク分担と、数年毎に予測値と契約内容を見直すローリング契約導入と、モニタリング時

点の予測誤差に基づく収益変化の官民分担ルールの導入を提案した。 
一般的に、現在の道路混雑が激しく交通需要の伸びが確実な場合には、SPV に需要予測を任

せ、需要予測リスクを 100%移転することが行われている。この点から見ると、ジャカルタ周

辺など需要圧力の大きな地域の有料道路事業において、SPV に交通需要予測リスクを分担させ

ることに問題はない。しかし、その前提条件として不可欠な将来シナリオに含まれる、経済成

長、将来道路網計画、関連開発計画に不確実性が大きいため、SPV の努力とは無関係なところ

で、対象道路の交通需要が大きく変動する可能性がある。この現状に対して適切なリスク分担

を行う必要性がある。具体的に、過少推定や過大推定については、不確実性の主要な要因であ

る背景シナリオ、政策シナリオ、サービスシナリオに着目した要因分析を行って、予測誤差に

伴う収益変動に対する官民の分担を決定することを、契約時点の条件として提示するべきであ

ると指摘した。また、交通需要予測の上限と下限の差が大きいことから、モニタリングを行っ

て、交通需要予測の予測値と実現値との違いを捉え、必要に応じて、契約条件を見直す仕組み

が必要と結論した。 
 最後に、第六章では、本論文で得られた成果を、道路整備を持続的に進めるために民間セク

ター参加による有料道路整備を促進するための知見として整理するとともに、今後の PSP の進

展に向けての展開について考察した。 
 


